



取扱職種の範囲等の明示（様式例）

	
求人・求職者のみなさまへ

（事業所名）

取り扱うべき職種の範囲その他の業務の範囲
当事業所の取扱職種は、　　　　　　　　　　です。
当事業所の取扱地域は、　　　　　　　　　　です。

手数料に関する事項
【求人者から徴収する手数料】
・求人受付の際、事務費用として、１件につき最大　　　　円申し受けます。
・就職が決定しましたら、紹介手数料として、別紙の手数料表により申し受けます。

【求職者から徴収する手数料】
・手数料は一切申し受けません。

求人者の情報に関する事項
・求人者情報の取扱者は、職業紹介責任者の　　　　　　　　　　　です。
・求人者の情報は、職業紹介事業に係るものに限ります。

個人情報の取扱いに関する事項
・個人情報の取扱者は、職業紹介責任者の　　　　　　　　　　　です。
・取扱者は、個人情報に関して当該情報の本人から情報の開示請求があった場合、本人の資格や職業経験など客観的事実に基づく情報の開示を遅滞なく行います。さらに、これに基づき訂正請求があった場合、当該請求が客観的事実に合致するときは、遅滞なく訂正します。

苦情処理に関する事項
・苦情処理の責任者は、職業紹介責任者の　　　　　　　　　　　です。
・苦情の申出があった場合は、誠意をもって対応致します。

返戻金に関する事項
・当紹介所は、次の返戻金制度を設けています。




取扱職種の範囲等の明示について（職業安定法第３２条の１３、則第２４条の５）

求人者及び求職者に対して、原則として求人申込み又は求職申込み受理後に速やかに書面の交付又は電子メールを利用する方法により明示しなければなりません。
　ただし、職業紹介の実施について緊急の必要があるため、これらの方法によることができない場合は、あらかじめこれらの方法以外の方法により明示した時は、この限りではありません。
　なお、電子メールを利用する場合は、相手方が電子メールを利用することを希望し、電子メールが相手方に到達した場合に限られます。この場合、相手方がＰＣ等のファイルに記録されたときに相手方に明示内容が到達したものとみなされます。求職者に対して必要な明示内容
○取扱職種の範囲等（取扱職種、取扱地域）
○手数料に関する事項
○苦情処理に関する事項



求人者及び求職者に対して必要な明示内容

○取扱職種の範囲等（取扱職種、取扱地域）
○手数料に関する事項
○苦情処理に関する事項
○求人者の情報（職業紹介に係るものに限る。）の取扱いに関する事項
○求職者の個人情報の取扱いに関する事項
○返戻金制度に関する事項
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　○　取扱職種の範囲等とは、厚生労働大臣に届け出ている職業紹介事業において取扱職種の範囲、取扱地域その他業務の範囲の明示を言います。

　○　手数料に関する事項とは、求人者に対しては受付手数料や職業紹介手数料（上限制手数料又は届出制手数料）等求人者から徴収する手数料であり、求職者に対しては家政婦（夫）や配ぜん人等一部の職業から徴収することができる求職受付手数料や経営管理者や科学技術者等一部の職業から一定の条件を満たす場合は徴収することができる求職者手数料の明示を言います。
　　　なお、求職者から手数料を徴収しない場合は、その旨を明示してください。

　○　苦情処理に関する事項とは、求職者及び求人者からの苦情について、苦情相談窓口、対応方針、関係法令に照らして違法及び不法な内容を含む苦情等専門的な相談援助を必要とする苦情についての関係行政機関との連携方法等に関する事項の明示を言います。

　○　求人者の情報（職業紹介に係るものに限る。）の取扱いに関する事項とは、求人者から知り得た
情報（※）の保管又は使用方法、管理方法等求人者の情報の取扱いに関する事項の明示を言います。

　　　　　※　求人者情報とは、職業安定法第５１条第２項及び職業安定法施行規則第３４条で定める「法人
である雇用主に関する情報」であり、すでに公知となっている情報及び取引後に公知となった情
報や公表することを求人者が承諾した情報等を除き、業務上取り扱ったことについて知り得た求
人者の情報を言います。

　○　求職者の情報の取扱いに関する事項とは、求職者から知り得た個人情報の保管又は使用方法、管理方法等求職者の個人情報の取扱いに関して「個人情報適正管理規定」に基づき記載された内容の明示を言います。

○　返戻金制度に関する事項とは、返戻金制度（※）の有無と返戻金制度がある場合は、その具体的な内容を明示することが必要です。

※　返戻金制度とは、職業安定法施行規則２４条の５第２号で定める「その紹介により就職した者
が早期に離職したことその他これに準ずる事由があった場合に、当該者を紹介した雇用主から徴
収すべき手数料の全部または一部を返戻する制度その他これに準ずる制度」を言います。平成１１
年労働省告示第１４１号第５の４（２）において、有料職業紹介事業者は、返戻金制度を設ける
ことが望ましいとされています。　





　詳しくは、職業紹介事業の業務運営要領、職業紹介事業パンフレットをご参考ください。　　
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